
平成２３年度ＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査

１ 調査目的

北海道におけるＤＶに関する道民の意識について調査を行い、問題点を把握する

とともに、今後のＤＶに係る施策の推進上の参考資料とする。

２ 調査項目

（１）ＤＶ（配偶者からの暴力）について

（２）男女平等参画について

３ 調査方法

（１）調査地域

北海道全域

（２）調査対象

道内に居住する満２０歳以上の男女

（平成２３年１０月１日現在）

（３）標本数

１，６００人（男女各８００人）

（４）地点数

１６０地点

（５）抽出方法

層化二段無作為抽出法

（６）調査方法

郵送による配付・回収

（７）調査時期

平成２３年８月２５日から１０月２８日まで

４ 回収結果

有効回収数５６７（３５．４％）
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調査結果の概要

１．ＤＶ（配偶者からの暴力）について

認知度（周知度）

（１）ＤＶ(ドメスティック・バイオレンス) （図１－１）

約９割の人が、「言葉としても、その内容も知っている」と回答（８７．３％）している。

図１－１ ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の認知度



- 2 -

（２）デートＤＶ （図１－２）

３分の１の人が、「言葉としても、その内容も知っている」と回答（３２．６％）しており、

男女別では、女性の方が男性より約１０ポイント高くなっている。

半数近くの人が、「言葉としても、その内容も知らない」と回答（４７．１％）しており、

男性の認知度が低い状況となっている。

図１－２ デートＤＶの認知度



- 3 -

（３）配偶者暴力防止法（図１－３）

４分の１の人が、「見たり、聞いたり、その内容も知っている」と回答（２５．６％）して

おり、国の調査結果（平成２４年４月内閣府調査）の約２倍となっている。

しかし、２割の人が、「見たり、聞いたりしたこともないし、その内容も知らない」と回答。

平成１４年１０月実施の道民意識調査では、「見たり、聞いたりしたことがある」と答えた

人が４８．１％であったのに対し、今回の調査では７８.９％（国の調査では、７６．１％）。

図１－３ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の認知度
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（４）ＤＶの相談窓口 （図１－４）

約３割の人が、「相談窓口を知っている」と回答（２８．７％）、（国の調査では３２．７％）。

「知らない」と回答した人は、６５.１％。

図１－４ ＤＶの相談窓口の認知度
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暴力被害等

（５）暴力を受けた経験 （図１－５）

１２.３％の人が、「自分自身が暴力を受けたことがある」と回答しており、男女別では、

女性の方が男性より１０ポイント以上高くなっている。

「自分のまわりの女性が暴力を受けたことがある」は ２２.６％

「自分のまわりの男性が暴力を受けたことがある」は ０.５％

一方、「自分やまわりの人が暴力を受けたことはない」と回答した人は、６１.６％であり、

男女別では、男性の方が女性より１０ポイント以上高くなっている。

図１－５ 暴力を受けた経験について
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（６）自分自身が受けた暴力（上記で「自分自身が暴力を受けたことがある」と回答した人に質問）

（図１－６－１）（図１－６－２）

受けた暴力で最も多かったのは、｢大声でどなる｣という回答で、６５.７％。

次いで、「平手で打つ」、「何を言っても長時間無視し続ける」、「なぐるふりをして、おどす」

の順となり、「足で蹴る」、「いやがっているのに性的な行為を強要する」が同数で続く。

女性の回答では、｢大声でどなる｣が最も多く、次いで、｢いやがっているのに性的な行為を

強要する」、「なぐるふりをして、おどす｣（同数）、「平手で打つ」の順となっている。

図１－６－１ 自分自身が受けた暴力について
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図１－６－２
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（７）暴力を受けている（受けた）時の対応 （図１－７）

男女ともに、「言い返した、抵抗した、反撃した」という回答が最も多い（全体４７.１％）。

次いで、「相手にあわせたり、相手を怒らせないよう努力した」、「何もしなかった」、「別れ

ることを考えた」の順となっている。

男女別では、男性は「言い返した、抵抗した、反撃した」と「何もしなかった」が同数で

最も多かったのに対し、女性は｢言い返した、抵抗した、反撃した」が最も多く、過半数を

超えている。

図１－７ 暴力を受けている（受けた）時の対応
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（８）これまでに配偶者（交際相手）にした暴力行為 （図１－８）

男女ともに、「大声でどなる」という回答が最も多い（全体２６.９％）。

次いで、｢何を言っても長時間無視し続ける」、「平手で打つ」、「足でける」、「なぐるふりを

して、おどす」の順となっている。

図１－８ これまでに配偶者（交際相手）にした暴力行為
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（９）女性が受けた暴力行為(配偶者の暴力行為を除く)

（図１－９－１）（図１－９－２）（図１－９－３）

３割の人が、「外出中の痴漢行為を受けたことがある」と回答（２９．１％）しており、市

町村の人口規模が大きくなるほど、被害を受けた割合が高くなっている。

「ストーカー行為を受けたことがある」は、１３.０％

「性的な行為を強要されたことがある」は、 ９.５％

図１－９－１ 女性が受けた暴力行為（外出中の痴漢行為）
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図１－９－２ 女性が受けた暴力行為（ストーカー行為）

図１－９－３ 女性が受けた暴力行為（性的な行為の強要）
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暴力に係る相談

（10）受けた暴力行為の相談先 （図１－10）

４割の人が、「どこ(だれ)にも相談しなかった」と回答（４１．７％）。

次いで、「友人・知人」、「家族・親戚｣の順となっており、公的機関の中では、「警察」とい

う回答が多く、４.６％となっている。

男女別では、男性は「どこ(だれ)にも相談しなかった」が最も多く、女性は「友人･知人に

相談した」が最も多くなっている。

図１－10 暴力を受けたことの相談について
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（11）どこ(だれ)にも相談しなかった理由 （図１－11）

男女ともに、「相談するほどのことではないと思った」が最も多い（全体６１.４％）。

次いで、｢自分にも悪いところがあると思った」、「恥ずかしくて誰にも言えなかった」、「自

分さえがまんすれば、なんとかなると思った」となっている。

男性は、｢自分にも悪いところがあると思った」、｢相談してもむだだと思った｣、女性は、

｢自分さえがまんすれば、なんとかなると思った」、｢恥ずかしくてだれにも言えなかった｣の順

に続いている。

図１－11 相談しなかった理由
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（12）暴力を受けたことの有無にかかわらず、相談するとすればどこ(だれ)がよいか （図１－12）

「配偶者暴力相談支援センター｣という回答が最も多く、６６.３％。

次いで、「家族・親戚｣、「警察」、「友人・知人」、「弁護士・弁護士会」、「民間シェルター」

の順となっている。

図１－12 暴力を受けた場合の相談先
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（13）相談した結果、どうなったか （図１－13）

「解決には至らないが、よい方向に向かった」という回答が最も多く、４０.４％

次いで、「相談には誠実に対応してもらったが、問題は解決しなかった」、「相談をきっかけ

に、問題が解決された」の順となっている。

図１－13 相談した結果
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ＤＶがおこる背景や要因・ＤＶ防止対策

（14）ＤＶがおこる背景や要因 （図１－14）

「ストレス」という回答（６６．３％）、「配偶者（交際相手）にふるう暴力は犯罪である

という認識が低い」という回答（６５．６％）が圧倒的に多い。

次いで、「配偶者間のコミュニケーションが十分とれていない」、「女性に対する差別的な意

識がある」の順となっている。

男女別では、男性は「ストレス」が最も多かったのに対し、女性は、「配偶者（交際相手）

にふるう暴力は犯罪であるという認識が低い」が最も多くなっている。

図１－14 ＤＶがおこる背景や要因



- 17 -

（15）ＤＶを防止するための対策 （図１－15）

「被害者が早期に相談できるよう、身近な相談窓口を増やす」が最も多く、６１.６％

次いで、「学校教育の中で児童・生徒を対象にＤＶについての教育を行う」、「家庭で、保護

者が子どもに対し、暴力を防止するための教育を行う」、「加害者への罰則を強化する」の順

となっている。

図１－15 ＤＶの防止するために必要なこと
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２．男女平等参画について

（１）男女の地位の平等意識 （図２－1－１）（図２－１－２）

平等と回答した割合が高いのは「学校教育」（８１．０％）、「地域活動」（５４．９％）、

以下「法律・制度」、「家庭生活」と続いている。

男性が優遇されていると思う項目は、「社会通念・慣習しきたり」（７１．２％）、「政治」

（７０．４％）、「職場」（６７．６％）が高くなっている。

一方、女性が優遇されていると思う項目は、「法律・制度」（１３．８％）が最も高いが

男性が優遇されていると思う項目に比べ大幅に低くなっている。

図２－１－１ 男女の地位の平等意識

図２－１－２
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（２）男は仕事、女は家庭という考え方について （図２－２－１）（図２－２－２）

「どちらともいえない」の割合が過半数以上の５４．１％、「同感しない」３１．９％、

「同感する」が１２．３％となっている。

男女別にみると「同感する」割合は男性が高く、年齢別では２０代だけが「同感しない」割

合が４０％を超えており、突出している。

また過去の調査（平成４、９、15年）結果と比較すると「同感する」割合が年々大きく減少

している。

図２－２－１ 男は仕事、女は家庭という考え方について

図２－２－２
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（３）女性が職業をもつことについて（図２－３）

「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつほうがよい」が４０．６％

で最も多く、次いで「子どもができても、職業を継続するほうがよい」が３１．９％、この

２項目で全体の７割を占めている。

年齢別にみると、４０～５０代において「子どもができても、職業を継続するほうがよい」

と回答した割合が他の年代よりも高くなっている。

図２－３ 女性が職業をもつことについて



- 21 -

（４）政治や行政への反映 （図２－４）

「ある程度反映されている」「あまり反映されていない」の２項目で８５．６％を占めてい

る。

男女別では「ある程度反映されている」は男性が高く、「あまり反映されていない」は女性

が高くなっている。

年齢別にみると「ある程度反映されている」は３０代、６０代で高く、「ほとんど反映され

ていない」は２０代、４０代で高くなっている。

図２－４ 政治や行政への反映



- 22 -

（５）男性が家事、子育て、介護等に参加するために必要なこと （図２－５）

「男性が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」が最も多く、

次いで「労働時間短縮や休暇制度を普及することで、仕事以外の時間をより多く持てるよう

にすること」、「年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当事者の考え方を尊重

すること」と続いており、この３項目が６割を超えている。

図２－５ 男性が家事、子育て、介護等に参加するために必要なこと
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（６）男女平等な社会になるために重要だと思うこと （図２－６）

「女性を取り巻くさまざまな偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改めること」が

男女とも突出して多くなっている。

次いで、男性では「女性自身が経済力をつける、知識・技術を習得するなど、積極的に力の

向上を図ること」、女性では「女性の就業、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図る

こと」となっている。

図２－６ 男女平等な社会になるために重要だと思うこと
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（７）「男女平等参画社会」実現のために必要な北海道の施策 （図２－７）

「男女がともに仕事と家庭を両立することができる環境を整備すること」が７４．１％で最

も多くなっている。

次いで「学校教育や生涯学習の場で男女平等についての教育を進めること」４５．９％、

「障害のある人や高齢者が地域で安心して暮らせる環境を整備すること」３７．０％、

「雇用の分野での男女平等参画を進めること」３５．１％となっている。

図２－７ 「男女平等参画社会」実現のために必要な北海道の施策


